
 

 

 
 

住居確保給付金は、次の全ての要件に該当する方に対し、賃貸住宅の家賃相当分の給付金を支給する

ことにより、住居及び就労機会等の確保に向けた支援を行う制度です。 

制度の利用を検討されている方は、まずは、このチェックリストにて要件に該当するか確認をお願い

します。 

これまでの住居確保給付金の受給の有無について 
 

 

 

 

 

 
 

支給要件について（生活保護を受給している方は対象外です） 
 

離職や自営業を廃止した方 

 
個人の責に帰すべき理由・都合によらない就業機
会の減少により離職や廃業と同程度の状況になっ
た方 (＊) 
 

□ 
申請日において、離職、廃業の日から２年以内
であること 

就労の状況が離職又は廃業の場合と同等程度の状況
にあること 

□ 
離職等の日において、世帯の生計を主として維
持していたこと 

申請日の属する月において、世帯の生計を主として
維持していたこと 

□ 
離職等又はやむを得ない休業等により経済的に困窮し、住居喪失者又は住居喪失のおそれのある者で
あること 

□ 

申請月における同一世帯全員の収入の合計額が次の金額以下であること 

 

 

 

 
※ 収入には、給与収入や事業収入、定期的に支給される失業給付、年金などの公的給付等のほか、親

族などからの継続的な仕送りを含みます。 
※ 家賃額により上記金額とは異なる場合があります。住居確保給付金のしおりでご確認ください。 

単身世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 

12.6 万円 １８万円 22.7 万円 26.9 万円 31 万円 

□ 

申請日における同一世帯全員の預貯金や現金の金融資産の合計が次の金額以下であること 

単身世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 

50.4 万円 78 万円 100 万円 100 万円 100 万円 
 

□ 
ハローワーク等への求職の申込み 及び 常用就職をめざした求職活動を行うこと（個人事業主が事業
再生をめざす場合は、原則月1回以上の商工会議所等の経営相談を受けるとともに、自立に向けた活
動計画に基づく活動を月1回以上行うことも可）に同意 

□ 申請者及び申請者と同一世帯の者がいずれもが暴力団員でないこと 

(＊)経済社会情勢の変動等により申請者の意思にかかわらず、雇用主や発注元から勤務日数や時間、 

就労機会の減少を余儀なくされ、経済的に困窮状態になった方 
 

 

 

類似の給付について 
 

 

 

 

 

 

 

住居確保給付金新規申請対象者チェックリスト 
（本用紙も申請書類と一緒に提出してください） 

 

地方自治体等が実施する離職者等に対する住居の確保を目的とした類似の給付等を申請者及び同一世帯

の方が受給している又は受給の予定がある場合は、下記に記入してください。 

 

⇒ ある ・ ない 

 

 

平成27年4月1日以降、今の世帯で、住居確保給付金を受給されたことがありますか？ 

 

⇒ ある ・ ない 

 

 


